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[1]　プロジェクト別研究活動
1.1.  プロジェクト１：衛星データによる地球表層環境変動の実態把握とその要因解析
[ 概要 ]
　衛星データから植生・土地被覆／利用・雪氷圏の現状を把握し変化検出の研究を行う。さらに、この環
境変動のメカニズムを気候・植生・人間活動の相互作用の結果として理解するための研究を行う。グロー
バルと地域スケール双方を対象とし、地域の成果をグローバルの中に位置付けることにより、また環境変
動を気候要因と人間要因の両面から捉えることにより、環境変動に関する知的資産の形成を計る。期待さ
れる成果は、リモートセンシングによるグローバル / ローカルの土地被覆、雪氷などの主題図・変動図、
および環境変動の総合的要因解析結果である。
Project 1: Monitoring and analysis of global surface environmental changes by satellite data
　The final objective of this project is to understand the present situation and changes of global 
surface environment. The project consists of the following three parts. The first part is to produce 
global/local datasets of land cover, percent tree cover, snow/ice distribution from satellite data to know 
the present surface environment. The second part is to extract global surface changes by detecting 
vegetation changes from global 20-year AVHRR data and by analyzing it with climate data. The third 
part is to analyze detail environmental changes considering natural and human factors in Landsat 
scene scale of the test sites of East Asia. The distinctive features of this project is global thematic 
mapping, linkage of global and local analysis, and analysis of main causes of environmental changes 
from natural and anthropogenic factors.
[ 研究内容と平成 21 年度の成果 ]
1.1.1.  グローバル土地被覆マッピングとモニタリング（継続）
 建石隆太郎、Bayaer（特任教員）、Alimujiang Kasimu（非常勤研究員）
（内容）
　平成 17 年度から平成 20 年度まで 4 年間かけて実施してきたグローバル土地被覆データ作成とグロー
バル樹木被覆率データ作成のプロジェクトが完成した（平成 20 年度年報参照）。平成 21 年度は次の研究
を実施した。
（1）グローバル土地被覆データ GLCNMO（2003 年版）の検証を行った。
（2）  2008 年版のグローバル土地被覆データおよび樹木被覆率データを作成するために 2008 年観測のグ
ローバル MODIS データの前処理を行った。
（3）  2008 年版のグローバル土地被覆データの作成のために、既存の 6 種類のグローバル土地被覆データ
（GLCNMO2003, IGBP DISCover, GLC2000, Globcover, MODIS LC(V004), U. of Maryland）のデータ
を比較し、信頼できる共通結果部分の抽出に関する研究を行った。
（4）  グローバル樹木被覆率データの精度を向上させるためにトレーニングデータの収集方法を検討した。
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（成果）
（1）  グローバル土地被覆データ GLCNMO の 20 クラスに対して、各クラス 30 画素、計 600 画素の検証
点を層別ランダムサンプリングにより選び出し精度評価を行った。分類結果の overall accuracy は
76.5%, クラスごとの分類結果面積の重み付 overall accuracy は 81.2％であった。
（2）  500m、7 バンド、16-day コンポジット、2007-2009 年のの 3 年間 23x3 時期のグローバル MODIS デー
タを NASA DAAC よりダウンロードし、リサンプリング、雲除去の方法を選定した。次年度、半ばに
前処理済み MODIS データが完成する予定である。
（3）  6 種類の既存のグローバル土地被覆図の異なる分類クラスを基本的な 7 クラス（森林、農地、草地、湿地、
都市域、裸地、雪氷）に統合変換し、幾何学的レジストレーションを行った。図１はこの 7 クラスの
基本クラスが一致する領域を示している。この結果は、今後の土地被覆マッピングにおけるトレーニ
ングデータの収集の際に参考情報として利用できる。
（4）  グローバルな領域における森林と他の土地被覆との混合のタイプは数多くあり、それらすべてを網羅
したトレーニングデータを収集することは困難である。この問題に対処するために、地域毎に代表的
な森林、非森林の地域を基本トレーニングデータとして収集し、これに基づいてシミュレーションに
より様々な森林・非森林の混合比率を持つ擬似トレーニングデータを作成する方法を考案した。この
方法は次期のグローバル樹木被覆率データ作成プロジェクトで利用される。
1.1.2.  TRMM PR/VIRS を用いた中緯度北太平洋における冬季降水システムの解析
清水宏将（理学部地球科学科）、山本宗尚（VL 特任助教）、増永浩彦（名大地球水循環研究センター
/CEReS 客員准教授）、早崎将光（VL 特任助教）、樋口篤志
[ 概要 ]
　雲・降水システムの理解のため、原理の異なる複数の衛星搭載センサの複合利用は有効である。本研究
では熱帯降雨観測衛星 TRMM (Tropical Rainfall Measuring Mission) 搭載の降雨レーダ PR (Precipitation 
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図１  6種類のグローバル土地被覆データの共通部分の抽出 
 
 
（４） グローバルな領域における森林と他の土地被覆との混合のタイプは数多くあり、それらす
べてを網羅したトレーニングデータを収集することは困難である。この問題に対処するため
に、地域毎に代表的な森林、非森林の地域を基本トレーニングデータとして収集し、これに
基づいてシミュレーションにより様々な森林・非森林の混合比率を持つ擬似トレーニングデ
ータを作成する方法を考案した。この方法は次期のグローバル樹木被覆率データ作成プロジ
ェクトで利用される。 
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[概要] 
 雲・降水システムの理解のため，原理の異なる複数の衛星搭載センサの複合利用は有効である．
本研究では熱帯降雨観測衛星 TRMM (Tropical Rainfall Measuring Mission) 搭載の降雨レーダ PR 
(Precipitation Radar) および可視赤外観測装置 VIRS (Visible Infrared Scanner) を用いて降
雨頂高度，雲頂高度情報を抽出し，Masunaga et al (2005) のカテゴリ分類手法を用い，先行研究
例が非常に少ない中緯度北太平洋冬季における雲・降水システム分類解析を行った．使用したデー
タは PR では降水システム情報が含まれる 2A23，VIRS では 1B01 を使用した．中緯度冬季大気場で
は温度場の3時限構造の時空間変動が熱帯のそれと比較して非常に大きいため再解析データである 
JRA-25 を用いて VIRS 輝度温度情報を高度情報に変換した．解析期間は 1997/12-2008/02 の 11 冬
季(12, 1, 2 月）であり，対象領域は西北太平洋(WP; 120°-150°E), 中央北太平洋 (CP; 165°E – 
165°W), および東太平洋(EP; 150°-120°W) の海洋上で緯度幅は全て 25°-36°N である．また
比較対象として同じ経度幅の熱帯域(TWP, TCP, TEP ; 15°S-15°N) でも同様の解析を行った．結
果を下図に示す．Masunaga et al. (2005) と同様の海域を設定した熱帯では（下図下段）西太平
洋（TWP;海洋大陸付近） では背の高い層状性，対流性降水システム（それぞれ Deep Stratiform; DS, 
Deep Convective; DC) が卓越しているのに対し，東部赤道太平洋(TEP)では背の低い（浅い）シス
テム(Shallow)が卓越していることが分かる．本研究の対象域である中緯度北太平洋では熱帯とは
図１　６種類のグローバル土地被覆データの共通部分の抽出
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Radar) および可視赤外観測装置 VIRS (Visible Infrared Scanner) を用いて降雨頂高度、雲頂高度情報を抽
出し、Masunaga et al (2005) のカテゴリ分類手法を用い、先行研究例が非常に少ない中緯度北太平洋冬
季における雲・降水システム分類解析を行った。使用したデータは PR では降水システム情報が含まれる 
2A23、VIRS では 1B01 を使用した。中緯度冬季大気場では温度場の 3 時限構造の時空間変動が熱帯の
それと比較して非常に大きいため再解析データである JRA-25 を用いて VIRS 輝度温度情報を高度情報に
変換した。解析期間は 1997/12-2008/02 の 11 冬季 (12、1、2 月）であり、対象領域は西北太平洋 (WP; 
120°-150°E)、中央北太平洋 (CP; 165°E – 165°W)、および東太平洋 (EP; 150°-120°W) の海洋上で
緯度幅は全て 25°-36°N である。また比較対象として同じ経度幅の熱帯域 (TWP, TCP, TEP ; 15°S-15°N) 
でも同様の解析を行った。結果を下図に示す。Masunaga et al. (2005) と同様の海域を設定した熱帯では
（下図下段）西太平洋（TWP; 海洋大陸付近） では背の高い層状性、対流性降水システム（それぞれ Deep 
Stratiform; DS, Deep Convective; DC) が卓越しているのに対し、東部赤道太平洋 (TEP) では背の低い（浅
い）システム (Shallow) が卓越していることが分かる。本研究の対象域である中緯度北太平洋では熱帯と
は逆の東西コントラストを見せており、西部北太平洋 (WP) では背の低いいわゆる筋状降水システムが卓
越しており、これは先行研究 (Yamamoto et al., 2006) とも一致する。一方、中央〜東北太平洋 (CP およ
び EP) では DS が卓越しており、特に CP はサンプル数、2A23 に含まれる情報から得られる層状性、対
流性降水分類結果でも層状性降水が卓越していることが分かった。これらの原因を探るため、2000 年の
1 冬季に関して TRMM, 静止気象衛星である GOES 画像を目視で判別する事例解析を実施し、比較的整合
性のある結果が得られた。今後特に中央〜東北太平洋での降水システム解析を他の衛星データも用いて実
施することにより、現象理解に繋がると思われる。
 図： 中緯度北太平洋での TRMM PR 降雨頂高度（各図横軸）および TRMM VIRS ならびに JRA-25 で
算出された雲頂高度（各図縦軸）のヒストグラム (CFAD；上段 )。下段は熱帯海洋での結果である。
濃淡およびコンターは各領域毎での各 bin 内の割合（% 表記）であり、各図右下に示された SUM
以下で続く数値はカウントされたサンプル数を示す。各略語は本文を参照のこと。
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1.2.  プジェクト２：衛星データによるユーラシア大陸の植生３次元構造の変遷を中心とする表層・植生・
土地被覆変動の研究とデータ解析・処理手法、検証データ観測手法の研究
[ 概要 ]
　地球温暖化の影響は地球生態系に大きなダメージを与えるとされている。第４次 IPCC レポートでは、
近年の地球温暖化の主要因は人間活動によるものとしている。全球レベルで気候システムへの人為的影響
がどの程度あるのか、影響のメカニズムはどうなっているのか正確に把握することが急務である。
　本プロジェクトでは、ユーラシア大陸を対象に陸域の土地被覆、主に植生の変動が気候システムに与え
る影響を明確にする上できわめて重要な植生物理量をリモートセンシング技術によって把握するための手
法を開発することを目的としている。人工衛星データから取得できる植生の３次元情報を利用した新たな
植生物理量抽出（とくにバイオマス推定）の手法を、人工衛星データ解析と現地調査に基づいて開発し、
その検証を行う手法の開発を行う。
Project 2:  Study on earth surface, vegetation and land cover change with changing of surface 3D 
structure on Eurasian continent and satellite data analysis, processing method, developing 
of verification data observation method
　The main purpose of this project is to grasp the land surface change originating from vegetation 
structure change on large area especially on Eurasia continent. This activity will connect to clarify 
the carbon dioxide interchange between land and atmosphere. 
　On the above point of view, we have been developing a monitoring method using satellite optical 
sensors focused on the detection of 3D structure information of vegetation-covered surface especially 
on forest area. 3D structure change of forest area means its biomass change. Thus, currently main 
target of our research is biomass estimation of forest area using multi-angle spectrum observation 
from satellite. In order to actualize it, the estimation model related to bi-directional reflectance is 
required. Additionally, we should collect in-situ data for model developing and verification.
[ 研究内容と平成 21 年度の成果 ]
1.2.1.  レーザースキャナ計測による林冠 DSM を導入した BRF シミュレーション
（本多嘉明、梶原康司）
　本プロジェクトではこれまで、ラジオコントロール小型無人自律ヘリコプター（以下 RC ヘリ）を用い
た森林の BRF 観測を行ってきた。RC ヘリによる BRF 計測では、主平面と直交面内において異なる角度
から同一ターゲットの反射率を計測する。あらゆる角度からの計測が理想ではあるが、太陽位置を不変と
みなせる時間内での計測では計測サンプルが制限される。また、様々な太陽天頂角における BRF を取得
しようとしても、次期を変えて多数回の現地実測は現実的には不可能である。そこで、限られた観測ジオ
メトリで観測された BRF をもとにシミュレーションによって全ての観測ジオメトリに対応する BRF を取
得することが必要となる。
　現在、本プロジェクトで開発中の、多方向観測による森林バイオマス推定アルゴリズムでは、実際の人
工衛星データを直接使用せず、一定の観測幾何条件に規格化した反射率データを用いる必要がある。これ
は、実際の人工衛星観測においては、緯度や季節によって観測幾何条件が異なるため、林冠構造による多
角観測反射率の遷移をパラメタイズすることが困難なためである。
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　昨年度までの研究で開発した BRF 推定手法で、RC ヘリによって取得した樹冠形状を用いて高精度に異
なる観測ジオメトリにおける樹冠反射特性を記述できることを示した。本年度は、これを広葉樹林に広げ、
さらに実測の樹冠形状をもとに単純化した仮想樹冠モデルによる BRF 推定精度についても検討した。
・広葉樹の DSM と BRF
　本年度足摺岬で取得したデータから DSM を作成した。この DSM を用いて BRF を実測時の幾何条件に
合わせてシミュレートした結果を比較した。
　図 1 にその結果を示す。この結果からわかるように、針葉樹と同様、DSM を形状データとして使用し
た場合のシミュレーションは実測の BRF を再現していると言える。このことは、LMM による単純な BRF
モデルでも広葉樹の BRF を表現できることを示している。
・広葉樹の樹冠形状モデルと BRF
　針葉樹の場合と同様に、現地で計測した樹木パラメータと直下デジタル画像を用いて樹冠形状モデルを
作成し、それを形状入力とするシミュレーションを行った。針葉樹では樹冠を円錐形としたが、広葉樹で
は初め球体を水平方向に 2 分割した半球形状を用いた。カテゴリー別反射率は針葉樹と同様、BRF 計測
とは独立した観測におけるスペクトル計測結果から算出したものを用いた。
　図２に近赤外におけるシミュレーション結果を示す。
　この場合、実測とはかけ離れた結果となった。原因は半球形状モデルを単純に用いた場合、針葉樹とは
ちがって、幾何条件の変化におけるカテゴリー被覆率の変化が現実とは大きく異なるためである。針葉樹
の場合、円錐で近似しても現実のカテゴリー被覆率変化と同等に変化する。しかし広葉樹の樹冠を半球に
近似した場合、太陽天頂角によっては陰の面積比が現実と大きく異なり、異常に小さな値を示す。これは
実測の樹冠径を用いたとしても同じである。その結果、図２のように実測に比べて反射率が非常に大きく
なってしまう。
図 1　 DSM を用いて RC ヘリ実測時の幾何条件に合わせてシミュレートした BRF。
MODIS 近赤外バンドの波長におけるシミュレーション結果。
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　図３のデジタル画像を見るとわかるが、現実の広葉樹の樹冠は、扁平な曲率の樹冠上に部分的に陰がで
きている。これは枝先に付いた葉の集合体によってできる陰である。広葉樹では扁平な曲率の楕円体表面
を用い、樹冠上の凹凸を表現しなければ、カテゴリー面積比を正確に求めることはできないことがわかる。
　そこで、以下のような樹冠形状モデル化を行った。
　まず、水平方向に長軸のある楕円体を 2 分割したものを樹冠の基本形状とする。短軸と長軸の比は、
実測データから求めたもの（樹高、樹冠径、枝下高から算出）を用いる。次に、RC ヘリ観測で得られた
DSM から、ある樹冠部を切り出し、その凹凸を上記の半楕円体表面に張り付ける。こうすることで図３
のデジタル画像に見られるような樹冠表面の凹凸を再現する。
図２　 広葉樹の半楕円体形状モデルによる BRF シミュレーションの結果（実測と比較）。
MODIS 近赤外バンドの波長におけるシミュレーション結果。
図 3　DSM から作成した陰影図とデジタルカメラ画像の比較
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　上記の処理を施した樹冠形状モデルは図４のようになる。
　この樹冠形状モデルとカテゴリー反射率を用いて RC ヘリの実測時の幾何条件で BRF をシミュレート
し、実測 BRF と比較した結果を図５に示す（比較のため、DSM による凹凸を加味しない半球樹冠形状モ
デルを用いたときのシミュレーション結果もプロットした）。これを見ると、樹冠表面の凹凸を考慮しな
い場合に比べて、著しくシミュレーションの精度が向上していることがわかる。
　ただし、針葉樹のシミュレーションと比較すると実測との差が大きく、高精度の BRF 推定が為されて
いるわけではない。この原因は、針葉樹と比べて広葉樹は樹冠径が大きいため、BRF 実測の際に分光放
射計の視野に入る樹冠の数が少なく、樹冠形状モデルで表現された形状と実際の形状（DSM は再現して
いる）のわずかな差異が、カテゴリー被覆率に大きく影響するためと考えられる。
　また、この樹冠形状モデルの問題点は、DSM の情報を用いて樹冠表面の凹凸を再現している点にある。
RC ヘリ計測で得られる DSM を用いることは、樹冠形状モデルの一般化にとってはマイナスの要因となる。
図４　DSM から得た樹冠上の凹凸を半楕円形状に張り付けた樹冠形状モデル
図５　 DSM から得た樹冠上の凹凸を用いた半楕円体樹冠形状モデルによる BRF シミュ
レーション、DSM 情報を用いない半球樹冠モデルによるシミュレーションとじっ
そく BRF の比較。MODIS 近赤外バンドの波長におけるシミュレーション結果。
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しかしながら、樹種による樹冠形状の凹凸をパラメータ化することができれば、DSM の形状情報を用い
なくて済む。そこで、いくつかの典型的な樹種（あるいは植生帯ごと）において、樹冠表面の凹凸をパラ
メタイズすることができれば、広葉樹林の樹冠形状モデルも針葉樹同様に DSM を用いることなく作成す
ることが可能となるであろう。また、最終的には LMM による BRF シミュレーションを行うのであるから、
形状自体を再現するのではなく、樹冠表面における凹凸による陰の面積比への影響をパラメタイズするこ
とでも BRF シミュレーションの精度を向上させることが出来る。
　本年度の本研究では、それらのパラメタイズまで行うことはできなかったが（現有データが足摺岬ア
カガシ保護林の形状データのみであるため）、これらを取得するのはそれほど困難ではない。例えば、RC
ヘリを多数の広葉樹林上空で運用するコストを考えると実現が難しいが、低コストの UAV（Unmanned 
Aerial Vehicle）による空撮写真などからも樹冠表面の凹凸情報取得は可能と考えられるからである。
1.3.  プロジェクト３：衛星データと地上観測ネットワークによる放射収支の評価と大気パラメータの長
期変動
[ 概要 ]
　衛星データによる地球表面と大気の放射収支の推定・評価は、地球全体の気候変動研究に対して基礎的
な量を提供するとともに、気候変動に関わる全球モデルの初期値データや検証データとしても重要性が高
い。また放射収支は地球表層環境における主要なエネルギー過程として、植生や水文、海洋の動態研究に
欠くことのできない量である。本研究では東アジアにおける放射収支の長期変動を、その要因となる大気
パラメータの変動を含めて、衛星データによる解析と地上ネットワーク観測による解析の両面から総合的
に研究する。
Project 3: Evaluation of radiation budget on the basis of satellite data and ground observation 
network, and study of long-term changes in atmospheric parameters
　The satellite evaluation of radiation budget in the Earth’s surface system including the atmosphere 
provides basic quantities required for the study of the global climate change. The data are important 
also as the basic parameters in the construction of global model for the climate change. Since 
the radiation budget describes the principal energy process on the Earth’s surface, its accurate 
understanding is indispensable for studying dynamic behavior of vegetation, hydrology, and ocean 
environment. In this project, the long-term changes in the radiation budget of the East Asia region 
and in related atmospheric parameters are investigated in a comprehensive manner. Both the 
satellite data and ground-network data will be employed for this purpose.
 [ 研究内容と平成 21 年度の成果 ]
1.3.1.  衛星データを利用した長期放射収支・大気パラメータ変動の研究
（内容） 
　衛星データから地表面放射収支に関わる大気パラメータ諸量を抽出するアルゴリズムを確立するととも
に、放射収支関連のデータセットを作成する。代表的な観測パラメータとしては、地表面での放射量・温
度分布、および雲・エアロゾル量が挙げられる。過去およそ 20 年間の衛星データの解析も含め、これら
諸量の地域的・季節的変動の研究を通じ、地表面環境研究に貢献する。
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（成果） ・エアロゾルの間接効果に関する地上及びリモートセンサーによる観測研究
（高村民雄、Pradeep KHATRI, 鷹野敏明（工学研究科））
　地球の放射収支を左右する最大要因は雲であり、その消長を地域的経時的に把握することが変動研究に
は重要である。一方、雲の消長はエアロゾルの質と量に関係して増減する（間接効果）することも指摘さ
れており、エアロゾルとの相互の関係を明確にすることが気候変動の調査・研究に必要である。こうした
観点から本研究では、2008 年に SKYNET 沖縄辺戸岬観測施設で行われた集中観測のデータを中心に解析
が行われた。エアロゾル計測では光学式粒子計測器、エアロゾル散乱計・吸収計、ライダ等が利用され、
また雲レーダが雲の内部構造計測の為に使用された。その結果、雲レーダから推定される雲粒径の時系列
変動と地上計測に於けるエアロゾルの濃度変動に強い相関があることが示された (Fig.1)。平均雲粒径の
変動に対する散乱係数の変化で示すエアロゾルの間接効果の係数が推定され、エアロゾルの増加が雲粒径
の減少に結びついていることを定量的に示した。
・インドネシアの降雨と関係したエル・ニーニョとインド洋ダイポールの decadal change （久世宏明、
Bannu）
　1979 年から 2008 年までの 30 年間のデータを用いて、海表面温度 (SST) と降雨量の平年値からの偏
移 (anamaly) について、その周期性と時空間変動について調べた。この変動を調べるため、wavelet 変換、
経験的直交関数 (EOF)、部分相関法 (partical correlation)、およびエル・ニーニョ (EN) とインド洋ダイ
ポール (IOD) の主要発現季節に応じた空間的偏移パターンの composite 解析を活用した。また、インドネ
シア全域を降雨変動パターンに応じて 3 つの主要領域に分割する地域分割の手法を用いた。Fig. 2 に示す
ように、1979 年から 2008 年までの間には 2 つの強い EN (1982/83，1997/98) と 3 つの強い正の IOD 
(pIOD) (1994/95, 1997/98, 2006/07) が存在しており、したがって 1994 年以降に pIOD の発現が増加傾
向にある。この変化を空間分布パターンの変化として表すと、Fig. 3 のようになる。この図から分かるよ
うに、1979-1993 年では EN パターンと密接に関連した降雨パターンは太平洋域で見られ、インド洋域
Fig.1  (a) Chages in cloud droplet effective radius for low and high aerosol conditions. (b) 
Hourly variation in OPC-derived aerosol size distribution as observed on April 10, 
2008.
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では影響は限定的である。これに対して、最近の 1994-2008 年では領域はインド洋側に大きく広がって
いる。こうした解析の結果、インドネシア海洋大陸を含むインド洋から太平洋の領域において年変動の態
様に decadal change と呼ばれる変化が 1993 年 -1994 年頃に生じ、その前後で顕著な変化があったこと
が強く示唆された。
Fig.2　Major EN and pIOD events and their intensity from 1979 to 2008
Fig.3　Composite of rainfall anomaly during the 11 month core period (JJASONDJFMA) 
for the two decadal periods of (a) 1979-1993, and (b) 1994-2008.
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・共同利用研究では、次のような成果が得られた。
・朝隈康司（東京農大）　衛星画像を用いた大気エアロゾル光学特性と地表面反射特性の同時導出アルゴ
リズムの実用化
　衛星データの大気補正を目的とし、衛星画像の地表面被覆分類に基づいて ASTER 分光反射率ライブラ
リとの比較から土壌と植生の組み合わせなどミクセルの影響を含めた評価を行うアルゴリズムの開発を進
めている。このアルゴリズムの精度と汎用性を検証するため、分類結果の経年傾向と季節変動を考察した。
観測地域の実際の被覆に応じて実測による土壌や植生などのクラスを充実させることにより、今後、より
実用的なアルゴリズムとしていく。
・青梨和正（気象研）多波長マイクロ波放射計データを用いた水物質量リトリーバルの研究：
　衛星搭載のマイクロ波放射計の輝度温度を雲解像モデルに同化する方法を開発するための研究の一環と
して、降水の位置ずれ補正をした地点での Ensemble 予報誤差共分散を使う変分法的データ同化を提案し
た。この同化法を適用し、沖縄付近の台風の事例について、海上での低周波 10, 19, 21 GHz の垂直偏波
輝度温度を雲解像モデルに同化したところ、降水予報の位置ずれを減少させられることが明らかになった。
1.3.2.  地上観測データの収集と衛星データ解析アルゴリズムの高精度化 （内容） 
　衛星データから得られる各パラメータ量および関連する大気環境情報について地上からの同時計測を行
い、その結果を利用して衛星データの解析アルゴリズムを検証し、高精度化を図る。観測の対象となる主
なパラメータとしては、下向き太陽放射、水蒸気・雲水量、エアロゾルの光学特性、放射過程に関与する
大気分子成分のコラム量、および大気ゆらぎ量などが挙げられる。 
（成果） 
・携帯型分光放射計で観測した直達太陽光および天空光スペクトルを利用した対流圏エアロゾル特性の導
出（久世宏明・眞子直弘）
　バッテリー駆動型の携帯型分光放射計 ( 栄弘精機 MS720) は観測時に PC 制御が不要で機動性が高く、
またダイナミックレンジが広いために直達太陽光と天空光を同一装置で観測できるという利点がある。快
晴時において CEReS 屋上から波長 350 nm から 1050 nm の範囲での分解能 10 nm でのスペクトル観測
を行うことにより、対流圏エアロゾルの光学的特性と水蒸気量を導出した。分光放射計の校正は、2007
年 2 月にハワイ島のマウナケア山頂 ( 標高 4200 m) において Langley 法によって実施した。装置固有の
受光視野角は 180°であるが、放射伝達計算を効率よく行うために入射筒を自製して、直達光の観測は
5°、天空光の観測は 20°、さらに太陽周辺の前方散乱の情報をもたらす aureole の観測は視野角 5°-20°
の範囲で行った。エアロゾルの解析は、MODTRAN4 によってシミュレーションを行い、エアロゾルの成
分比と粒径を調整して観測されたスペクトルが再現できるようにした（Fig. 4）。エアロゾル成分として
は、消散係数の波長依存性、単散乱アルベド、非対称性パラメータなどが実測の範囲の値を再現できる条
件、およびなるべくフィッティングパラメータ数を少なくする条件の双方の条件が満たされるよう、水溶
性エアロゾル、海洋性エアロゾル、およびすすの 3 成分からなるエアロゾルモデル (TCAM) を採用した。
TCAM を用いたエアロゾルパラメータによるスペクトルフィッティングの一例を図に示す。今後、この方
法を用いて長期間のエアロゾル観測データについて解析を進めていく。
― 12 ― ― 13 ―
共同利用研究では、次のような成果が得られた。
・由井四海（富山高等専門学校）パルス型差分吸収分光法の光軸自動調整と大気汚染物質の測定 
　航空障害灯を光源として用いるパルス型差分吸収分光法 (PDOAS) では、大気中の NO2, SO2, O3, エア
ロゾルなど主要な汚染物資の平均濃度の観測を行うことができる。しかし、PDOAS ではさまざま要因に
よって生じる光軸のずれのために長時間の測定が困難であり、本研究では 3 軸のステッピングモーター
駆動により光軸調整装置を開発した。
・村山利幸 ( 東京海洋大 )  PAL の手法を用いたポータブルミー散乱ライダーの開発    
　この研究では、昨年に引き続き、CEReS, 千葉大学と共同で東京海洋大学がハードウェアを開発した
CEReS の PAL (Portable Automated Lidar) と同種の走査型小型ミー散乱ライダーの主としてソフトウェ
アの開発を行うとともに、工学系総合研究棟８階の実験室より北北西方向にレーザー光を斜め上方に射出
し、ライダー観測を定期的に行った。その結果、黄砂現象を含む大気境界層の興味深い挙動などが観測さ
れた。
1.3.3  地上ネットワーク観測による大気環境の解析
　SKYNET 観測網における観測の継続的な運用と精度維持（高村民雄、竹中栄晶、Pradeep KHATRI）
（成果） 
　文部科学省受託研究、地球観測システム構築推進プラン対流圏大気変化観測研究プロジェクト「SKYNET
観測網によるエアロゾルの気候影響モニタリング」の支援を得て、引き続き東アジアを中心とした
SKYNET 観測網によるエアロゾル・雲・放射の地上観測を推進した。本受託研究は、研究コミュニティ
にエアロゾル情報を提供するシステムを構築することであり、並行して得られる SKYNET サイトのデー
タについて解析を行った：
・SKYNET サイトのエアロゾルデータ解析
SKYNET では、既にこれまでの研究から各観測サイトから観測データが自動転送（スーパーサイトのみ）
されるシステムが構築され、主器材であるスカイラジオメータデータは定期的に解析、公開されてきた。
Fig.4　Typical spectra observed using the portable spectroradiometer (MS-720). Observed spectra are 
compared with the spectra simulated with the MODTRAN4 radiative transfer code: (a) direct 
solar radiance, (b) aureole, and (c) scattered solar radiance. By optimizing the aerosol parameters 
through the fitting procedure, it is possible to determin the aerosol optical properties.
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前年度までに SKYNET 用雲汚染データ除去プログラムが開発され、各サイトのデータの再解析（Level 2）
が実施されてきた。その結果、これまでの観測結果を徐々にまとめる事ができるようになってきた。
 
(a) Cape Hedo/Okinawa
(b) Phimai/Thailand
Fig.5　Time series of AOT, SSA and Ang. Exp at SKYNET sites Cape Hedo/Okinawa(a:upper) and Phimai/
Thailand(b:lower).
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　代表的な４つの SKYNET サイトの時系列変化を示したものが、Figs.5 & 6 である。各図の上段に経年
的な AOT 及び SSA を示し、下段に AOT，SSA 及び Ang. Exp の月ごとの変化を複数年に亘って示した。
辺戸岬、Phimai（タイ）及び敦煌（Dunhuang）サイトでは春先に極大となりその後減少する傾向が見られる。
それに対して千葉大サイトではそれよりやや遅れて極大が見られる。粒径分布の指標である Ang.Exp. の
変化を見ると、同じ春先に AOT に極大を示す場合にも、Phimai では大きな値を、敦煌や辺戸岬では小さ
な値を示している。これは、Phimai では AOT が乾期の時期であり燃焼や汚染起源を予想させるエアロゾ
(a) Chiba Univ.
(b) Dunhuang/China
Fig.6　Same as Fig5  but for the sites, Chiba University(a:upper), and Dunhuang(b: lower).
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ルであるのに対して、辺戸岬や敦煌では黄砂など自然起源のエアロゾルを予想させる。一方千葉大サイト
を除き、SSA に顕著な季節変化をみることは難しく、年ごとの変動も大きいことから更なる推定精度の
向上が必要であることを示している。千葉大サイトでは、夏季にやや大きくなり、冬季に小さくなる傾向
が見られる。これは湿度による粒子成長と夏季と冬季の風向の違いによる粒子起源の相違による可能性が
ある。
・スカイラジオメータから得られる平均的なエアロゾルによる放射効果の推定
　エアロゾルパラメータ（AOT: 光学的厚さ、SSA: 単一散乱アルベド、非対称因子）が求められると、こ
れに対応したエアロゾルの日射に対する効果を推定することが可能となる。この放射影響の推定は次のよ
うにして行った；
① 放射効果（強制）量は、各パラメータの月平均値を用い、日射量と太陽高度は月の中央日のデータ。
② エアロゾルパラメータは、スカイラジオメータによる推定値の月平均値
③  水蒸気は、マイクロ波放射計による可降水量計測の６時〜 18 時のデータを利用し、スカイラジオメー
タの観測日を抽出してその平均値。
④ 地表面反射率及びオゾン量はそれぞれ 0.1（全波長同一）及び 300DU を固定して使用。
　こうして設定された各パラメータを用いて放射伝達計算を行い、大気上端、下端及び大気自体の放射効
果（強制）量を評価した。その際エアロゾルの吸収による効果を明確にするために、単一散乱アルベドを
観測解析値より 0.05 及び 0.1 低くした場合を併せて評価した。
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図 7　 スカイラジオメータによるエアロゾルの解析結果の月平均値を用いて推定したエアロゾルの放射効
果（強制）量。上段は SKYNET 辺戸岬、下段は SKYNET 福江島のデータを示している。図中各月
の６本のバーは、大気上端 (TOA) 及び下端 (Surface) の放射効果量を示している（本文参照）。
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　図 7 に放射効果の推定結果を示す。上段に SKYNET 辺戸岬サイト、下段が SKYNET 福江島サイトである。
エアロゾルの放射効果は、その光学的厚さに強く依存するので、辺戸岬サイトと福江島サイトの違いはこ
れに依るところが大きい。図中の各月に示した６本のバーは、大気上端 (TOA) と下端 (Surface) での効果
量をそれぞれ示しており、吸収の効果を明確にするために SSA をスカイラジオメータによる解析値 (With 
Actual Data) と、解析から 0.05 減少させた場合 (-0.05SSA) と 0.1 減少させた場合 (-0.1SSA) の推定結果
について示した。エアロゾルの吸収の効果は、大気上端での減少（反射の減少）と下端での増加（冷却の
増加）となり、その差が大気での吸収量の増加（大気加熱）となっている。
　こうして得られたデータから、表 1 に年平均としてまとめた。大気上端 (Top of Atmosphere)、大気中
(Atmosphere) 及び大気下端 (Surface) での量 (W/㎡ ) を示しており、”Direct mean” は、月平均の放射効果
量を年間で単純平均したもので、図 7 に見られるように、月単位で大きな違いがあるがその単純平均で
ある。一方、”Forcing Efficiency” は、放射強制効率でありΔ F/ Δτを示している。エアロゾルの光学特
性が同一の場合ほぼ同じ値となるべきものである。大気での放射強制効率を見ると、辺戸岬と福江島で大
きく異なり、エアロゾルの性質に違いのある事が分かる。
　表 1 から、快晴日の大気では辺戸岬で 3-4W/㎡、福江島で約 9W/㎡程度のエアロゾルによる加熱がある
と予想される。これに対応して地表では辺戸岬で 12W/㎡、福江島では 19W/㎡程度の日射の減衰が見込
まれ、その分地表面を冷却していると思われる。
・共同利用研究では、次のような成果が得られた。 
・久慈　誠（奈良女子大学）　SKYNET データを用いた衛星観測大気プロダクトの検証
　地上観測データと衛星観測データの比較からエアロゾル、雲、水蒸気等の大気プロダクトの相互検証を
行うため、地上観測データから得られる大気プロダクトの特性について調べた。SKYNET の観測サイト
の一つである長崎県福江島での地上観測データ ( 視程、OPC、及び LIDAR) を用いたエアロゾルの統計解
析を行った結果、大気の視程とエアロゾルの光学パラメータは整合的であることが判った。また、海域に
おける比較検証のため、本年度より就航する新南極観測船しらせに搭載の新型スカイラジオメータから得
られた船上試験データの解析を行った。
・木下紀正（鹿児島大学）火山噴煙と黄砂エアロゾルの映像観測とデータベース構築：
　南九州において継続的に実施している可視・近赤外のウェブカメラシステムによる噴煙映像の長期自動
観測において、中之島御岳の随時撮影による過去の大量のデジタル写真から、噴気活動を解析した。噴煙
表 1　 スカイラジオメータによる SKYNET 辺戸岬及び福江島サイトの解析結果から推定される
年平均のエアロゾルの放射効果
Top of Atmosphere (W/
㎡ ) Atmosphere (W/㎡ ) Surface (W/㎡ )
Direct 
mean
Forcing 
efficiency
Direct 
mean
Forcing 
efficiency
Direct 
mean
Forcing 
efficiency
2008
辺 戸 岬 -8.6 -35.5 3.3 13.5 -11.9 -48.9
福 江 島 -9.9 -31.9 9.1 26.1 -19.1 -58.0
2009
辺 戸 岬 -8.1 -33.9 4.0 17.9 -12.1 -51.8
福 江 島 -9.9 -31.4 8.9 28.2 -18.8 -59.7
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や黄砂状態に関する鹿児島やウランバートルにおける映像資料のデジタルアーカイブや解析結果は鹿児島
大学と熊本大学のウェブサイトで公開を進めている。
1.3.4  GOSAT/TANSO-FTS バンド 4（TIR）用のリトリーバルアルゴリズム開発
（内容）
　国立環境研究所、環境省、宇宙航空研究開発機構が共同で開発を進めてきた、温室効果ガス観測技術衛
星 GOSAT (Greenhouse gases Observing SATellite) は、2009 年 1 月 23 日に無事打ち上げに成功し、こ
れまでに約 1 年間分の全球データを取得している。GOSAT には、Thermal And Near-infrared Sensor for 
carbon Observation (TANSO)-FTS と TANSO-CAI (Cloud Aerosol Imager) が搭載されており、TANSO-
FTS は短波長赤外波長領域（バンド 1-3, SWIR: 0.76、1.6、2.0 μm）と熱赤外波長領域（バンド 4, TIR: 
5.5-14.3 μm）の4バンドから構成されている。本研究では、バンド4スペクトルから主に二酸化炭素（CO2）
およびメタン（CH4）の鉛直プロファイルを高精度に導出するアルゴリズムの開発を進めている。
（成果）
・CO2 および CH4 濃度リトリーバルアルゴリズムの開発（齋藤尚子・今須良一（東京大学））
　本研究では、CO2 および CH4 の濃度導出手法として、ベイズ理論に基づいた非線形最大事後確率推定
法（maximum a posteriori method; MAP 法）[Rodgers, 2000] を採用し [Saitoh et al., 2009]、CO2 につい
てはバンド 4 の 15- μm 帯（700-800 cm-1）から、CH4 についてはバンド 4 の 7.6- μm 帯（1250-1300 
cm-1）から、鉛直プロファイルの導出を試みた。Saitoh et al. [2009] では、バンド 4 の観測を想定した
CO2 リトリーバルシミュレーションをとおして CO2 濃度をいかに精度よくかつ効率的に導出できるかを
検討し、データ処理時間の短縮と大気条件の推定誤差の影響の低減のために CO2 リトリーバルに最適な
リトリーバルチャンネルセットをシャノンの情報理論に基づいて決定し、さらになるべく広い高度範囲の
二酸化炭素濃度を一定の精度を保って導出するための工夫を施したバンド 4 用のリトリーバルアルゴリ
ズムを開発した。開発したアルゴリズムをもとにコーディングを行ったデータ処理用プログラムは、国立
環境研究所および宇宙航空研究開発機構に提供され、GOSAT データ処理運用プログラムとして使用され
ている。現時点で、バンド 4 のスペクトルは、ハードウェア設計上の種々の問題から校正が十分に施さ
れておらず、他の同期する熱赤外センサー（AIRS、IASI、TES 等）のスペクトルとの比較から、明らか
なバイアス誤差が存在することがわかっている。このため、未知のバイアス誤差を含んだバンド 4 の実
観測データを処理するためのアルゴリズムの改良手法を提案した。
・大気微量気体濃度リトリーバルアルゴリズムの開発
　本研究では、バンド 4 のスペクトルから、O3、N2O、SO2、HNO3、CFCs（HCFCs）等の大気微量成分
を導出する可能性を検討した。O3 のリトリーバルには 9.6- μm 帯を、N2O のリトリーバルには 7.8- μ
m 帯を、SO2 のリトリーバルには 8.6- μm 帯を、HNO3 のリトリーバルには 11.1-11.8- μm 帯を、CFCs
（HCFCs）のリトリーバルには 10.8-12.0- μm 帯をそれぞれ用いる。バンド 4 の観測を想定した理論計算
から、O3については、観測スペクトルに含まれる濃度情報の多くは成層圏O3に由来するものの、一部のチャ
ンネルには対流圏 O3 の濃度情報が含まれており、GOSAT のバンド 4 スペクトルから対流圏カラム O3 量
と成層圏 O3 を別々にリトリーバルできる可能性が示唆された。さらに、バンド 4 の実観測データを用い
た O3 のテストリトリーバルの結果、導出された O3 濃度の高度プロファイルから推定される圏界面高度が、
気温減率で規定される圏界面高度の緯度方向の傾向と矛盾しないことが明らかになった。また、N2O につ
いても、高度 200hPa 以下では比較的細かい高度グリッドで濃度導出が可能であることが示唆された。
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1.4.  プロジェクト４：地域社会に役立つリモートセンシングの実現－多様な空間情報のシナジーによる
社会基盤情報の発信－
[ 概要 ]
　複数の地球観測衛星が運用され、新しい衛星の打ち上げも予定されている現在においては、衛星データ
利用が地域環境の把握・理解のために役立ち、これまでにない新しい領域を開拓していくことが期待され
ている。そのために本プロジェクトにおいては、衛星データ・地理情報をはじめとする空間情報を統合し
公開するとともに、CEReS の研究手法・成果を活用することによりシナジー効果を生みだし、地域研究
の新しい側面を創造すること、また地域に科学の成果をフィードバックすることを目的とする。
Project 4: Application of remote sensing methods to regional scale --- enlightenment activities by 
means of the synergy effect of various spatial data
　Presently several earth observation satellites are operating simultaneously and new satellite 
programs are planned. In this circumstance, the use of satellite data is expected to be important for 
understanding the regional environment and for exploiting a new field of application. In this project, 
by integrating and freely providing the spatial information such as satellite data and geographical 
information, we expect to generate synergetic effect with the combination of CEReS research method 
and result , then to create a new field and to feedback the scientific results to a local.
[ 研究内容と平成 21 年度の成果 ]
1.4.1.  インターネットによる社会基盤情報の提供 ( 継続）
近藤昭彦
( 内容）
　中期計画に関わるデータセンター機能として、衛星画像、主題図情報をはじめとするラスター画像を
WEB 上で高速に転送し、閲覧（拡大・縮小・移動・重ね合わせ、等）を可能にするシステムを開発し、
運用を継続している。コンテンツの追加およびスクリプトの改良を継続して行い、システムの機能向上に
つとめている。
　平成 20 年度までに整備されたメニュー項目は以下の通りである。
１．日本の国土－土地分類調査と水調査
（1）国土調査成果図表のダウンロード
　国土調査・土地分類基本調査の表層地質図、地形分類図、土壌図、土地利用現況図を画像データ (400DP)
をダウンロード。
（2）災害履歴図－ 20 万分の 1 土地保全基本調査
　日本の都道府県のうち、32 都府県で作成されている災害履歴図の閲覧。
（3）利水現況図・調査書
　一級水系（109 水系）及びその周辺地域を対象に、流域内の水文、利水、治水に関する既存資料の収
集整理、現地調査等を行い、その結果を、主要水系調査書及び利水現況図にとりまとめたもの。
（4）50 万分の 1 土地分類図
　①北海道地方、②東北地方、③関東・中部地方、④中部・近畿地方、⑤中国・四国地方、⑥九州地方、
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の 50 万分の１地形分類図、表層地質図、土壌図の ImageWebServer による閲覧、および JPG 画像を提供
します。
（5）地下水マップ
（6）千葉県の土地条件－地形・地質・土壌・土地利用
　千葉県の国土調査・土地分類基本調査の表層地質図、地形分類図、土壌図、土地利用現況図を閲覧する
システム。比較、重ね合わせ、透過により判読を容易にするシステム。
２．衛星画像で見たアジア
（1）Geocover TM モザイクによるアジア地域の 1990 年頃と 2000 年頃の比較
　アジア地域の 1990 年頃と 2000 年頃の TM 画像の比較。森林の変化、都市化、海岸線の変化、農地の
変化、等々様々な変化が見える。
（2）日本 Geocover TM モザイク　1990 年頃と 2000 年頃
　NASA/Geocover TM モザイクの 1990 年と 2000 年画像を使った画像表示システム。日本全体を高速で
拡大・縮小し、1990 年と 2000 年の比較が行える。
（3）LANDSAT TM 東アジアの 20 年－ TM 時系列画像の閲覧 －
　晴天時のランドサット TM 画像をシーンごとに閲覧可能。東アジアの広い範囲をカバーしており、今後
もデータの収集を継続する予定。
（4）宇宙から房総ウォッチング
　衛星データが撮影した様々な画像を閲覧可能。一番古い画像は 1972 年 11 月 26 日のランドサット 1
号の画像。最新の画像は 2009 年 1 月 2 日の ALOS（だいち衛星）の PRISM データ。
1.4.2.  地域の環境変動に関する研究 ( 継続）
 ( 近藤昭彦 )
( 内容）
　地球環境変動はグローバルスケールで徐々に顕れるのではなく、特定地域において先行して出現する。
このような地域を発見するために 1.4.1 のシステムを活用し、発見された地域に対してはリモートセンシ
ングによる徹底的な観察と解釈を試みる。その際、地域性（気候、地形、植生、等の地域の特徴、風土）
を重視するが、地域性に基づいて理解された環境変動に対してのみ正しい対策を講じることが可能になる。
グローバルな環境変動はプロジェクト１で対象としているので、ここでは地域的な環境変動について解析
を行った。平成 21 年度に実施した課題は下記の通りである。
（1）ロシア沿海州における北方林南限における森林変化（継続）
（2）韓国、洛東江における災害脆弱性マッピング（終了）
（3）中国、東北地方の土地利用変化とその要因解析（継続）
　三江平原における水田の抽出と作付け面積の経年変化を地図化した。
（4）中国、海河流域における人間活動と水環境変化（継続）
　流域の人口密度が高い湖沼 “ 白洋淀 ” を対象として水域・湿原植生マッピングを行った。
（5）中国、内蒙古高原における地表面状態の変化と黄砂の発生に関する研究（継続）
　黄砂の発生を気象要因だけでなく、地表面の要因も加えて説明を試みた。
（6）中国、新疆における水環境変化の社会・経済的要因（継続・課題追加）
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　新疆における降水解析を新規課題として追加し、乾燥地域における水害について検討を行った。
（7）ベトナム、フエラグーンにおける土地被覆変化と災害脆弱性に関する研究（継続）
　多時期 SAR 画像による水域判別の結果から治水地形分類図を作成し、標高データ、既存の地形分類図
を用いて検証を行った。
（8）バングラディシュ、ガンジス川河口域の地形変化（継続）
　河口域では侵食と堆積の双方が認められ、全体としては堆積が卓越し、三角州は成長しつつあることを
明らかにした。
　なお、共同利用研究においても地域の環境解析に関する研究を実施している。各成果は学会等で発表を
行うとともに、論文として出版準備中である。
1.4.3.  千葉県の災害・環境に関する研究
( 近藤昭彦 )
（内容）
　地域貢献は科学に課された重要な課題の一つで、ブダペスト宣言の「社会の中の科学、社会のための科
学」を実現するために、新たに項目を設けることにした。
（1）千葉県、下総台地における硝酸汚染に関する研究（継続）
　印旛沼流域における健全な水循環を達成するために、重要な環境問題である硝酸汚染に取り組んだ。
フィールドベースの研究を進め、台地－低地系の水循環メカニズムを捉え得ることにより、河川水の硝酸
濃度の説明が可能であることがわかった。水循環は人為の影響も受けており、台地流域の水・物質循環は
地形連鎖（台地－斜面－低地）と土地利用連鎖（畑・都市域－斜面－湿地・水田）が重要な要因となるこ
とから、次のステップにおけるリモートセンシング・GIS 利用の可能性が得られた。なお、印旛沼は流域
の人口圧が大きく、汚染問題が深刻な湖沼であり、1.4.2.（4）における白洋淀と共通の特徴を持つ。そこで、
日中間の比較水文学研究として研究を推進している。
（2）千葉県の諸河川の水文学的特性（継続）
　千葉県防災システムの 10 分水位および降水量データに基づき、各水文観測地点における降雨－水位応
答の特徴を抽出し、地図化した。防災情報を住民が取得するモチベーションを高めるためのコンテンツと
して利用する予定である。
（3）災害に関する土地条件を発信する災害情報システムの項目
　1.4.1．の項目１（6）および項目２（4）の改良により、表記のシステムの改善を継続して推進する。
平成 21 年度は最近の重要災害を対象として、その被害を土地条件から説明するための主題図情報システ
ムを構築した。(http://dbx.cr.chiba-u.jp/GDES/)
1.4.4.  空間情報・感測データ統合型花粉情報提供支援システム
（本郷千春）
（内容）
はじめに
　現在、スギ花粉飛散量の予測は、前年夏期の日射量、日照時間、平均気温、最高気温や雄花の生育状況
などを用いて行われている。積算日射量や積算気温値が大きい時に花粉飛散量が多くなる傾向があること
に着目した予測モデルが利用されているが、年度によってはこの条件において必ずしも翌年の花粉飛散量
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が多いとは限らない場合がある。この理由として、使用されている気象データはアメダスで観測されたも
のが多いことから実際のスギ・ヒノキの植生地とは一致していない場合が多いこと、観測された気象デー
タは1地点の情報であり必ずしも森林域全体を代表しているとは限らないことなどが上げられる。さらに、
伐採や植林などによる面積変化も加味する必要があり、スギ・ヒノキなど樹種の空間分布及び年々変動を
正確に把握することが、今後予測の精度を上げる上で必要となる。
　そこで、植生の有無や多少、活性度と関係がある植生指数など、衛星画像から得られる面的な情報を予
測手法に加えることが予測精度の向上につながるのではないかと考え、本研究を着想した。平成21年度は、
花粉飛散量予測に対する衛星画像情報の有効性を調べることを目的に、2005 年から 2009 年における花
粉飛散量と気象要素および植生指数との関係を検討した。
2．花粉飛散量と気象要素との関係
　2005 年〜 2009 年の 2 月から 5 月に飯能市役所の環境省花粉観測システムで観測された平均花粉飛散
量は、2005 年が 429.6 個 /㎥、2006 年が 29.8 個 /㎥、2007 年が 55.2 個 /㎥、2008 年が 190.7 個 /㎥、
2009 年が 76.3 個 /㎥であり、2005 年で最も飛散量が多く、翌年の 2006 年で最少であった。
　花粉飛散量は、前年夏期の気象条件に影響を受け、特に 7 月および 8 月の平均気温、日照時間、降水
量との関係が強いことが報告されているが、今回の解析において、平均気温および降水量の 7 月積算値、
8 月積算値、7 〜 8 月積算値と花粉飛散量とには有意な相関関係は見られなかった。一方、7 〜 8 月の日
照時間積算値と花粉飛散量には、決定係数 0.82 の正の相関が得られた（5％水準で有意）。この理由として、
気温や降水量は針葉樹林域から離れたある定点で観測されたデータであることから、森林域の気温や降水
量の現況を表してしない可能性があることが考えられた。これに対し、日照時間は定点での観測値でも観
測地点が晴れならば森林域も晴れである確率が高く、森林域と観測地点との極端な違いがないと思われる
ことから、気温や降水量より高い相関関係が得られたと考えられる。
3．花粉飛散量と針葉樹域の植生指数との関係
　各時期の NDVI コンポジットデータの針葉樹域の 7 月積算値、8 月積算値、7 〜 8 月積算値と花粉飛散
量との関係を調べた。その結果、7 月の NDVI 積算値が大きい年度は翌年度の花粉飛散量が多くなる傾向
が見られ（R2=0.49）た。しかし、8 月の積算値を用いた場合には、花粉飛散量との間には有意な関係は
得られなかった。また、7 〜 8 月の積算値と翌年の花粉飛散量との間には 5％水準で有意な関係が得られ
た (R2 ＝ 0.78)。日照時間と花粉飛散量との関係と同様の関係が確認されたことから、現在の予測手法に
用いられている定点の気象観測データに、当年の針葉樹の面的状況を反映していると思われる NDVI 値を
加えることが予測精度の向上につながるのではないかと推察された。
4．花粉飛散量ポテンシャルマップの作成
　針葉樹域の 7 〜 8 月の NDVI 積算値と花粉飛散量の回帰式をもとに、花粉飛散量ポテンシャルマップを
作成した。飛散量が多かった可能性が高い順に 1 〜 5 の 5 段階に分けて可視化した結果、年度によって
ばらつきはあるものの、主に東部の針葉樹林域で花粉生産量が多かったことが推察された。また、大量飛
散した針葉樹域では、翌年には相対的な飛散量の順位が低くなる場所が確認された。高橋らは，大量のス
ギ雄花が形成された翌年は気象条件が花芽形成に適していても雄花芽の分化は起こりにくいことを明らか
にしていることから、毎年の花粉飛散量ポテンシャルマップを蓄積して解析に加えることも予測精度の向
― 22 ― ― 23 ―
上につながるのではないかと考えられる。
1.5.  プロジェクト 5：円偏波合成開口レーダ搭載小型衛星の開発
Project 5：Development of circularly polarized synthetic aperture radar onboard small satellite
　Synthetic Aperture Radar (SAR) is a multipurpose sensor that can be operated in all-weather and 
day-night time conditions. Conventionally, the SAR sensor has been operated in linear polarization 
with limited retrieved information. In this research, we are developing Circularly Polarized Synthetic 
Aperture Radar (CP-SAR) sensor onboard a small satellite to retrieve the physical information of 
Earth surface, especially to monitor the global warming phenomenon, i.e. the change on Cryosphere, 
global vegetation and disaster areas. As compared with linear polarization systems, the CP-SAR 
sensor has the advantage of compactness and low power requirement, since the transmission of CP 
microwave is not affected by the Faraday rotation effect in the ionosphere. We also develop the CP-
SAR onboard unmanned aerial vehicle (UAV) for ground test. The final objective of this project is to 
launch the CP-SAR onboard small satellite and operates it to monitor the Earth environment.
[ 概要 ]
　合成開口レーダ（SAR）センサは全天候型センサで、昼夜を問わず運用できる多目的センサである。国
内外で様々な直線偏波の SAR センサが既に開発されてきた。この直線偏波 SAR では限られた情報しか得
られず、人工衛星の姿勢や電離層におけるファラデー回転などの影響を受ける。また現存のものの多くは
大型、大電力、高価、長開発期間などの短所をもつ。このような背景のもと、当センターは平成 19 年度
より国内外の教育研究機関及び人工衛星の研究開発の関連企業と連携して、世界初かつ大学発の次世代地
球観測用の円偏波合成開口レーダ搭載小型衛星（μ SAT CP-SAR）の検討会を行った。この小型衛星に
よって地表層における様々な情報を精密かつ高精度に観測できる、世界初かつ「良いセンサ」技術による
μ SAT CP-SAR の開発を提案するに至った。
　当センターは、世界初の試みで小型衛星に搭載する CP-SAR の円偏波の振る舞いを利用して、左旋円
偏波（LHCP）と右旋円偏波（RHCP）の受信信号の利得比または軸比画像（ARI）、偏波率、チルト角等
の多様な情報を抽出する方法を提案する。これによって、人工衛星の電力を最小化し、より長い運用寿命
で衛星を設計することが可能となる。この新型 SAR センサは多偏波性、位相スペクトル、軸比画像 (ARI)
などのような新たなパラメータを抽出することができるため、従来の SAR センサから取得できなかった
地球表層における新たな振る舞いを把握でき、新たなリモートセンシングにおける基礎と応用に展開でき
ると期待できる。この研究では準リアルタイムの機能を搭載するために、新たな SAR 画像圧縮技術も開
発する。この機能によって、CP-SAR による準リアルタイム災害監視システムの実現を期待する。ここで、
SAR 画像信号処理による画像圧縮の他に、RF 回路によるハードウェア的な信号処理の圧縮も検討する。
この SAR 信号圧縮技術は日本の次世代 SAR 衛星の発展に貢献できる。
　この CP-SAR 搭載小型衛星の打ち上げにより、様々な新基礎研究課題と応用研究（表 1 を参照）が生
まれるので、国内外の研究者による新たな SAR 画像の解析手法、応用分野などの可能性が広がる。特に、
この研究成果は災害監視、都市環境変化、農業生産予測、森林管理、地球温暖化などのモニタリングにもっ
と正確な情報が抽出できるので、国民及び社会へ確実にこの成果を還元できると期待する。
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　本事業で開発する小型衛星システムの大まかな仕様は、①質量約 100kg、②寸法 W1m × D1m × H1 ｍ、
③想定している設計寿命　1 年間 ④想定している投入軌道　高度 500 〜 800km、傾斜角 98°である。図
１は CP-SAR 搭載小型衛星の構造と打ち上げ後のイメージ図を示す。 
CP-SAR 搭載小型衛星の構造と仕様
　この CP-SAR センサの送受信用のアンテナは左旋円偏波（LHCP）と右旋円偏波（RHCP）のものから
構成されている。テレメトリと画像データの送信は X バンドを使用する。姿勢制御と位置情報を得るた
めに、GPS と磁気トルカーを使用する。この衛星は上空 500 〜 700km に運用する予定である。この CP-
SAR は従来の JERS-1 と ALOS PALSAR に比較できるように中心周波数は 1.27GHz (L バンド、チャープ
パルスのバンド幅：10MHz) を選択した。軽量化するために、インフレータブルアンテナの使用を検討し
ている。
　主たる地球観測ミッション（観測対象：グローバル地表層環境変化のモニタリング）
①　ミッション概要
　CP-SAR ミッションでは、主に CP-SAR の基礎研究と応用研究を目的にして開発している。基礎研究
では、地表層における円偏波散乱の解明、インタフェロメトリ (CP-InSAR)、軸比画像の生成などである。
特に円偏波散乱の解明では、植生、雪氷、土壌・岩石、砂漠、草地などによる円偏波散乱の解析と実験を
行う。CP-InSAR の実験では、円偏波と従来の直線偏波による InSAR の比較検討をし、CP-InSAR による
標高データ、樹木の高さなどの抽出を行う。軸比画像の生成によって、軸比画像の特性と植生、地質、雪
氷などの関係を調査する。応用研究では、CP-SAR センサは土地被覆マッピング、災害監視、雪氷監視、
海洋監視などに応用する。土地被覆マッピングでは、森林・非森林の分類、樹高の推定、マングローブ地
域の抽出、雪氷地域の抽出などを行う。災害監視では、この CP-SAR センサを利用して、地震地域の CP-
図１　CP-SAR 搭載小型衛星の構造
図３　無人航空機の構造 図４　無人航空機の寸法
図２　CP-SAR 搭載無人航空機
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DInSAR の実験、火山活動の監視、森林火災・洪水地域などのマッピングを行う。雪氷監視では、氷山、
氷河、極地などの監視である。海洋監視では、オイルスピル、内部波などの監視である。
CP-SAR 搭載無人航空機（CP-SAR UAV）
  この CP-SAR 搭載小型衛星を打ち上げする前に、本研究では CP-SAR 搭載無人飛行機（図 2 〜図 4 を参照）
の開発を行っている。この実証実験用無人航空機（JX-1）は 25kg のペイロードまたはその他の各種のセ
ンサを搭載できる。その中に CP-SAR、GPS SAR センサ、各種のカメラなどのセンサを搭載する。
　この無人航空機は1,000〜4,000mの高度で運用できる。円偏波合成開口レーダ（CP-SAR）は周波数1.27 
GHz、解像度 1m、パルス長 3.9 〜 23.87ms、パルス幅 61.14 〜 244.69MHz、オフナディア角 40°〜 60°、
観測幅 1km、アンテナサイズ 1.5m x 0.4m、アジマスビーム幅 6.77°、レンジビーム幅 3.57°-29.78°、ア
ンテナの放射効率＞ 80%、PRF 1000Hz、ピーク電力 8.65W (1km) 〜 94.38W (4km) である。この CP-
SAR は左旋円偏波（LHCP）と右旋円偏波（RHCP）の送受信のアンテナをもつ。この両電波を受信する
ことによって、軸比画像を生成できる。この軸比画像によって、地表層におけるパラメータを抽出でき、様々
な物理情報を把握することができる。例えば、土壌水分、バイオマス、雪氷、農地、海洋ダイナミックな
どの観測に応用された。将来、このセンサは小型衛星に搭載して、植生または地表層における微小体積変
化情報の抽出、バイオマス、地盤沈下・起伏（地形変化）などのような災害監視のためにより正確な体積
変化の監視に応用でき、植生生産量と災害の予測監視にも応用できる。
表 1　CP-SAR・GPS-SAR 搭載超小型衛星ミッションの目標
項　　　目 詳　　　細
短期的な目標
（基礎研究）
円偏波マイクロ波の散乱メカニ
ズム
植生、雪氷、土、岩石、砂漠などによる円偏波の散乱の研
究
インタフェロメトリ合成開口
レーダ（InSAR)
直線偏波 vs 円偏波インタフェロメトリ合成開口レーダ
円偏波の位相・回転情報による標高データ（DEM）の作成
軸比画像 (ARI) ARI による植生、地質、雪氷などのマッピング
宇宙環境 CP-CMC 特性評価 CP-CMC 材料特性評価CP-CMC アンテナの宇宙環境の特性評価
GPS-SAR 画像信号処理・GPS 散
乱波 地表層による GPS 波の散乱解析
中長期的な目標
（応用・運用・新
ビジネスの展開）
土地被覆
森林（非森林地域の分類）、樹高の推定、農業地域のマッピ
ング、Wetland extraction、マングローブのマッピング、雪氷・
氷山のマッピング等
災害監視 地震、火山噴火、大洪水、森林火災、オイルスピル等
雪氷監視 氷山、道路凍結、流氷等
海洋監視 津波監視、海面の推定、内部波、地球温暖化、新北極航路等
空路監視 GPS-SAR による新型空路監視レーダの実現
国家安全保障 広域的に空路・船舶・陸域の移動物体などの監視システム
1.6.  プロジェクト６：　地球温暖化と気象・海洋情報の活用
石橋博良（客員教授）、常松展充（客員准教授）、長　康平（助教）
[ 概要 ]
　地球温暖化の影響が顕在化する中で、温暖化現象の解明・対策・適応を目標とした研究領域において、
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リモートセンシングや気象・海洋情
報、数値モデルを活用した研究活動
を行っている。ＩＰＣＣ報告で人間
活動を起源とした温室効果ガスの排
出が温暖化に影響を及ぼしている可
能性が指摘されて久しいが、地球温
暖化の影響を監視して現象を解明す
る場合の問題点は数多く存在してい
る。
　同時に、地球温暖化の影響を把握
して対策・適応を研究することも重
要な課題であり、研究目標として
急がれる。
　地球温暖化寄附研究部門が行っている「第６プロジェクト」では、とくに温暖化の対策・適応を、主と
して交通と気象との関連を中心に研究するとともに、リモートセンシングによる環境研究と社会とのつな
がりの強化を図ることを目標に、活動している。
[ 研究内容と平成 21 年度の成果 ]
　第６プロジェクトの平成21年度における研究課題は、①「北極海航路の開拓とその意義」、②「雪氷リモー
トセンシング」、③「地球温暖化が黄砂に及ぼす影響の予測」の３つであった。以下に、それぞれの研究
課題についての詳細を示す。
1.6.1  北極海航路の開拓とその意義
石橋博良
　北極海航路は、従来の欧州・北米東海岸〜アジア航路に対し、格段に航海距離が短縮され、海上交通に
おける二酸化炭素排出量の低減が見込まれる。その北極海航路の実現に向けて、北極海および周辺海域の
海氷監視に衛星観測情報などの活用を検討してきた。また、沿岸国の北極海航路実現に向けた研究、取組
みなどの調査を行った。
環境リモートセンシング
気象・海象
人為活動
日常生活
排出ガス
CO2
NOX
SOX
PM
気候変化の
影響による
新たな可能性
異常気象
による
損害
地球温暖化と気象・海洋情報の活用
気候変動
生産活動
地球温暖化
交通
環境リモートセンシング
環境負荷
図 1　地球温暖化と気象・海洋情報の活用の概念図
図 2　「対応策」「適応」によるＣＯ２排出量の低減
例えば・・
自動車
ＣＯ２排出量
日本のＣＯ２排出量（２００６年度）：
１２億７千万トン
運輸（交通）部門は全体の２０％、
うち８８％を自動車関連が占める
ちなみに、船舶は５％、航空機は４％、
鉄道は３％程度
２億５千万トン
安全走行による渋滞の緩和
•雪道の安全走行
•効率的除雪による通行確保
経済速度で走れば、
渋滞時の１～２割も削減？
日本の自動車の
ＣＯ２年間排出量は、
２億２千万トン！
（国立環境研究所地球環境研究センター）
２億２千万トン
例えば・・
ＣＯ２排出量
外航船のＣＯ２排出量（１９９７年度）：
３億９千万トン
タンカー ： １億１千万トン
バルカー ： １億２千万トン
コンテナ船 ： １億４千万トン
（現在は、４億５千万～５億トンとも）
４億トン
経済的な船舶の運航
•Fuel Routeing / 節燃運航
•北極海航路
燃料節約、航海距離短縮は、
その分だけＣＯ２削減に貢献
船舶
世界の外航船の
ＣＯ２年間排出量は、
３億９千万トン！
（シップアンドオーシャン財団・
船舶からの温室効果ガスの排出削減に関する調査研究報告）
３億９千万トン
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1.6.2  雪氷リモートセンシング
長　康平
　陸運部門の二酸化炭素排出量低減策として、経済速度を維持できる安定した通行状態の確保が検討され
ている。冬期道路管理事業においても、降・積雪や凍結に伴う通行規制等、通行障害の低減・回避が求め
られ、雪氷対策業務の的確で、効率的な実施が課題となっている。このような背景のもと、雪氷対策業務
への実利用化を目指し、道路雪氷監視用マイクロ波センサの構想、基礎調査、および、合成開口レーダに
よる陸域雪氷観測手法の検討を行った。
1.6.3  地球温暖化が黄砂に及ぼす影響の予測
常松展充
　まず、数値気象モデル「ＷＲＦ (Weather Research & Forecasting model)」を、黄砂の発生・輸送のシ
ミュレーションに適用し、過去に起きた顕著な黄砂イベントの再現実験を行った。また、その結果を、リ
モートセンシングによる観測データや大気汚染物質の地上気象観測データと比較することで、モデルの
再現性の評価を行った。つぎに、全球気候モデル「ＭＩＲＯＣ（Model for Interdisciplinary Research on 
Climate）」の将来予測データをＷＲＦにダウンスケーリングすることにより「擬似温暖化実験」を実施し、
地球温暖化のさらなる進行が予測されている将来の気候下において、黄砂現象にどのような変化が起こり
うるのか、空間的かつ定量的な分析・予測を行なっている。このような研究は、将来的な環境対策の観点
から重要である。
図３　北極海航路の開拓とその意義
図４　道路雪氷監視用マイクロ波センサの開発と合成開口レーダによる陸域雪氷観測手法の検討
北極海航路
日本 欧州
約40%の距離短縮
日本 北米
約30%の距離短縮
航海距離の短縮
→ 燃料消費の削減
→ CO2排出量の低減
夏に北極海の海氷が融けて開いた箇所を通り、
アジアと欧州、北米をつなぐ新しい航路
北西航路（カナダ側）、北東航路（シベリア側）の
2ルートに分けられる
北極海の夏の海氷は
今世紀中にも消滅する
可能性が高まっている
北極海航路開通
海氷の減少
CO2増・温暖化
海氷の回復
CO2減・温暖化抑止
北極海航路実現
Best 
Yield
（最高の歩留
まり）
北極海航路利用などの人類の知恵
で温暖化を抑止
2007年夏期
北極海の海氷面積が
観測史上最低を記録
2008年夏期
カナダ側航路（北西航路）、
シベリア側航路（北東航路）の
両方が同時開通＊（観測史上初）
温暖化の影響で、北極海航路の可能性は急速に高まっている。
＊Weathernews調べ
日本
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1.7  その他のプロジェクト
1.7.1.  気候診断系に関わるバーチャルラボラトリ (VL) の形成
西尾文彦、樋口篤志、山本宗尚（VL 特任教員）、早崎将光（VL 特任教員）、竹中栄晶（VL 特任教
員）、北山智暁（VL 技術補佐員）
[ 概要 ]
　昨今の異常気象や温暖化現象、雲解像モデルの全球での稼働等の新しい状況下において、気候診断の根
幹データとなる人工衛星リモートセンシングデータの収集・解析およびその共同利用者への供給は研究者
コミュニティへの貢献のみならず、社会への情報還元の意味からも非常に意義が高い。こうした背景の中
で、地球気候系の診断を行うため我が国において気候・環境研究を推進している 4 研究センター（東京
図５　 黄砂の発生・輸送の再現数値シミュレーションの結果（左下）と、温暖化の空間パターン（左上）
をダウンスケーリングすることによって行った擬似温暖化実験の結果（右側）。
図１　バーチャルラボラトリ－における各研究センターの役割
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は、環境省・各地方
自治体より提供。
2007年4月1日00UTC（09JST）
※PM10観測データ
は、EANETより提供。
モデル（最下層） SPM観測 PM10観測・モデル
Fig.  Vertical profiles of zonal mean (30-150 E) GWMDs of (a) air temperatures, 
(b) geopotential heights, (c) u component, and (d) v component of winds.  
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大学附置研究センター協議会
・温暖化物質データ収集
・物質収支解析
・人工衛星データ収集
・高次成果物解析
・水循環データ収集
・水収支解析
・気候モデル開発
・気候変動メカニズム研究
東大気候システム研究センター
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名大地球水循環研究センター
HyARC
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データ収集
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温暖化イニシアチブ
水循環イニシアチブ
分散解析
応用創出
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大学気候システム研究センター (CCSR；2010 年 4 月より東京大学海洋研究所と統合。現・東京大学大気
海洋研究所気候システム研究系 )、名古屋大学地球水循環研究センター (HyARC)、東北大学大気海洋変動
研究センター (CAOS)、および千葉大学環境リモートセンシング研究センター (CEReS)）が共同してバー
チャルラボラトリ－ (VL；以下 VL) を形成し、各センターの特色と研究資産を生かした研究と教育を分担・
連携して行うこととなった（図 1）。VL として温暖化現象の解明などの重要な課題に取り組み、地球温暖
化イニシアチブ、水循環イニシアチブ、地球観測統合システム（GEOSS）等の我が国における重点課題
に貢献する。 
　この枠組みの中で、CEReS は静止気象衛星データの収集・処理、公開（1.7.1.2）および収集された静
止気象衛星データの高度化 (1.7.1.3)、モデル改善のための衛星データの利用および現象理解のための解析
（1.7.1.4 〜 1.7.1.6）を行っている。これらの活動ををまとめたものが図 2 である。VL 関係機関のみなら
ず、静止気象衛星現業機関との連携を特に深めていることが CEReS VL 活動の特徴である。図 2 で描か
れている気象庁衛星センター (MSC/JMA) との共同研究は VL のみならず、2007 年度からスタートしてい
る拠点形成、および CEReS 高村教授が牽引している skynet とも密接に関係している。
 1.7.1.1.  平成 21 年度活動報告概要（樋口）
○  CEReS VL 平成 21 年度体制
　VL を推進するため、CEReS 内に「VL 支援室」を設け、VL 自身の推進、VL 関連機関との連携窓口の
役割を担っている。平成 21 年度の VL 支援室の構成員は以下の通りである。
●  室長：西尾文彦 CEReS センター長
●  室員：樋口篤志 准教授
●   〃   ：山本宗尚 VL 特任教員（助教相当）
●   〃   ：早崎将光 VL 特任教員（助教相当）
●   〃   ：竹中栄晶 VL 特任教員（平成 21 年 4 月〜。助教相当）
●   〃   ：北山智暁 VL 技術補佐員 （静止気象衛星データ処理補助）
図２　CEReS VL 活動の位置付け
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VL
全球静止気象衛星データ
収集・公開
MSC/JMA
WNI
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（拠点形成）
準リアルタイムデータ提供
成果物の社会還元
(寄付研究部門)
CCSR
HyARC
CAOS
NASA/NOAA
EUMETSAT
GSICS
•相互校正による高精度化
•放射関連高次プロダクト化
•既存の衛星群との複合解析
による現象理解
•各種モデル検証
skynet
地上検証
雲・エアロゾル
雲・降水システム
気候システム
•静止気象衛星長期データを中心
とした総合衛星情報拠点の形成
•複合解析による気候診断手法の確立
•衛星データ解析を通じた気候システム
理解深化への科学的貢献
衛星研究コミュニティ
気候研究コミュニティ
等
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○  VL 活動の概要
　基本的には昨年度同様、静止気象衛星データ収集およびその処理の継続が大きな仕事である。飛躍的に
増加するデータに対応するため、データベース委員会活動と連動し、サーバ・ストレージの拡張・整備を
行った（本年報データベース委員会報告参照）。
　また、第 3 回 VL 講習会（HyARC 主催；2009 年 9 月 15 － 16 日）や VL 連絡会・成果報告会（2009
年5月25日、9月15日、2010年3月29日）などへの参加により、連携機関との研究交流などをおこなった。
1.7.1.2.  静止気象衛星データ収集・処理、公開事業（山本・樋口・北山）
　昨年度に引き続き、日本の MTSAT・GMS 衛星、米国の GOES 衛星、欧州の METEOSAT 衛星、中国
の FY2 衛星データの取得を行っている、今年度末には 1998-2008 年の全球観測データの収集を完了し、
半球観測データおよび 1998 年以前・2009 年以降のデータを継続取得している。これらの取得データ
に対して緯度 - 経度座標系変換を施したグリッドフォーマットデータの作成も継続している。このうち、
MTSAT・FY2・GOES 衛星データに対しては変換精度を向上させるためのコード（Version 2）を改修し、デー
タの再処理を実行した。来年度以降、METEOSAT および旧フォーマットの FY2 に対するコード改修およ
び再処理を実行する。METEOSAT を除く各衛星データは、本センターに設置した観測装置および（株）ウェ
ザーニューズ社からのインターネット回線を通じてほぼ実時間で受信し、グリッド変換・画像の公開まで
の作業を自動化している。これら作業・公開状況（図 3）は CEReS 4VL web page (http://www.cr.chiba-u.
jp/~4vl) にて随時更新している。
 
図３　2010 年 5 月 25 日現在　各現業機関静止気象衛星データ収集、処理状況
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1.7.1.3.  他 VL 連携機関とのデータ共有（山本・早崎・樋口）
　VL の枠組みをはじめとする各全国共同利用施設が作成するプロダクトや入力データの共同取得・デー
タ共有を進めている。たとえば、東北大 CAOS とは A-Train 関連データ（Cloudsat/CPR, CALIPSO/
CALIOP, Aqua/AIRS の L2 プロダクト）のデータを共同取得・共有し、名古屋大 HyARC とは雲解像モデ
ル（CReSS）による毎日の気象シミュレーションデータを共有している。これらのデータは単なるデー
タバックアップにとどまらず、多分野の研究理解や共同研究の推進にもつながることが期待できる。デー
タポリシーの関係上、学内および協同研究の枠組みでの利用に限定したものが多いため、詳細は VL 支援
室に問い合わせて頂きたい。
1.7.1.4.  衛星観測データによる雲解像モデルの評価（山本・綱島（理学研究科修士学生 )・樋口・増永 ( 客
員准教授；名大 HyARC)・早崎）
　VL の連携研究の一環として、HyARC 坪木准教授が開発されている非静力学雲解像モデル CReSS の性
能評価を進めている。具体的には、CReSS 計算結果を、増永客員准教授が開発されている衛星データシ
ミュレータ（SDSU）を通じて衛星観測データ（たとえば、MTSAT-1R/ IR Tbb、Aqua / AMSR-E マイク
ロ波 Tbb、TRMM / PR レーダ反射強度など）と同一の観測値を推定することで、直接的な比較解析を行っ
た。結果の一部として、夏季日本周辺域の雲域では、観測値に比べて CReSS の出力による雲頂高度は高く、
一定の高度に現れやすい傾向となっていた。また、これらの傾向は雲物理過程の見直しにより軽減される
ことも示された。今後、様々な条件下で同様の解析を進めることにより、雲解像モデルのパフォーマンス
改善が期待できる。
1.7.1.5.  衛星データによる北西太平洋域に急激に発達する低気圧の水平構造（山本・早崎・樋口）
　中緯度に発生・発達する低気圧は高緯度・極域への熱・水蒸気の供給源となっており、地球規模のエネ
ルギー・物質輸送に大きな役割を果たしている。この低気圧の構造や発達メカニズムは、主に数値モデル
や客観解析を用いて明らかになりつつあるが、時間・空間分解能が荒く、観測データが非常に少ないため
に、高分解能の観測データによる検証が必要とされてきた。特に、これらの場は低気圧の発達過程によっ
て大きく変化するにも関わらず、この点に着目した解析は事例解析を除いてほとんどない。本研究は、北
西太平洋域に急激に発達する低気圧について、その発達過程毎の平均的な水平分布の特徴を衛星観測デー
タを用いて調べた。
　解析にあたって近年の 7 冬季（10–3 月）、日本周辺域で発生・発達した低気圧を対象とした。低気圧
の抽出と追跡にあたっては早崎ら (2009、気象学会春季大会 ) の低気圧トラッキングデータセットを用
いた。低気圧の発達段階は、 a) 発達期 ( 発生時と最大発達時の中間 )、 b) 最 大発達時、 c) 最小海面気圧
時、および d) 衰弱期 ( 最小海 面気圧時と消滅時の中間 ) に分類し、それぞれの発達段階ごとに低気圧
中心から東西南北それぞれ 1000km の範囲の衛星観測データ (AMSR-E Ocean Products V5 および AIRS 
AIRX2RET V5 の水蒸気量・雲水量・可降水量・降水量・SST など ) を平均した。
　図 4 に AMSR-E から得られた各発達段階における鉛直積算大気水蒸気量の水平分布を示す。ただし、
Yoshida and Asuma (2004、 MWR) で分類された PO-O タイプに準ずるもので、解析対象期間中に発生・
発達した全 52 低気圧の平均である。発達期は水蒸気量の南北傾度が明瞭にみられるものの、最大発達時
には低気圧中心の南西面に乾燥空気の流入が確認される。最小海面気圧時には乾燥空気が低気圧の南面に
達し、衰弱期にはコンマ状の分布がみてとれる。海面付近の風速 ( 図略 ) は、乾燥空 気の全面付近で最大
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となっていた。GANAL データによる最大発達時における可降水量の分布 (Yoshida and Asuma 2004) とも
よく一致していた。
 
1.7.1.6.  日本における大気汚染物質動態と低気圧活動の年々変動（早崎・山本・竹中・樋口）
　近年、日本では光化学オゾン濃度の上昇や黄砂飛来日数の増加などを報告する研究例がある。日本で
の大気質濃度の変動要因を理解するためには、大気汚染物質濃度（光化学オゾンやその前駆物質、PM10, 
PM2.5, SPM など）の変動動態だけでなく、長距離輸送を担う気象条件、とりわけ低気圧の経路・強度・
頻度などの変動を明らかにすることが必要である。ここでは、集中観測年での大規模黄砂事例の黄砂・人
為起源汚染物質の混合状況分類、過去 30 年間（1979 － 2008 年）の低気圧活動の季節別長期変動、な
どをおこなった。
　大規模黄砂時の雲分布は MTSAT-1R IR1 Tbb 、赤外黄砂・人為起源汚染物質の混合状況は、フィルター
サンプルの化学成分分析、国立環境研究所ライダー、日本全国の大気汚染常時監視局の浮遊粒子状物質
（SPM）と二酸化硫黄 SO2 などを用いて分類した。SPM 濃度があまり高くならない黄砂事例は、移動性
高気圧の勢力圏下で生じることが多く、人為起源汚染物質が多く含まれていた。一方、極端な SPM 高濃
度となる黄砂事例は、寒冷前線の移動に伴い長距離輸送され、人為起源汚染物質の混合割合は相対的に小
さい。
　低気圧活動の長期変動傾向については、冬期（1、2 月）・春期（3、4 月）ともに、日本付近を通過す
る全低気圧個数に明確なトレンドがみられなかった。しかし、全低気圧に対する強い低気圧（min. SLP
＜ 980hPa）頻度は春季では近年小さくなる傾向にあった。その一方、低気圧の最大発達場所は西側に遷
移しており、近年では日本列島上を通過中に最も発達する低気圧が多かった。
1.7.1.7  静止気象衛星データの校正及び高度化に関する研究（竹中）
　千葉大学環境リモートセンシング研究センターでは、四大学連携 VL の枠組みに基づいて各国衛星運用
機関よって運用されている静止気象衛星のデータを収集している。本研究は静止気象衛星データ有効活用
のための代替校正技術の開発、及び各種大気放射プロダクトの作成を経て、放射収支の全球解析を行い気
候研究への貢献を目的とする。昨年度は東京大学気候システム研究センター CCSR ( 現東京大学大気海洋
研究所気候システム研究系 AORI)、及び気象庁気象衛星センター (MSC/JMA) との共同研究に基づいて開
発された代替校正手法と、放射収支推定アルゴリズム Extreme speed and Approximation module Multiple 
図３　AMSR-E Ocean Products から得られた a) 発達期，b) 最大発達期，c) 最小海面気圧時，および d) 衰弱期にお
ける鉛直積算大気水蒸気量の水平分布。低気圧中心を座標軸の中心とし，PO-O タイプの急激に発達する低気
圧 52 事例を平均した。
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drive System (EXAM SYSTEM) による短 - 中期的な解析結果から明らかになったエアロソル - 雲 - 放射の
相互効果の可能性について報告した。特に静止気象衛星ひまわり5号を中心として現象を議論してきたが、
平行して行われたADEOS-II/GLIの解析結果から北太平洋と同様の傾向が北大西洋にも見られることから、
ひまわりがカバーしている領域だけでなく、全球の詳細な解析が必要であることを指摘した。今年度は四
大学連携 VL の目標である静止気象衛星による全球解析及び全球プロダクト作成のため、代替校正技術を
他の静止気象衛星に適用し全球の高精度なデータを得る技術開発と、EXAM SYSTEM を各静止気象衛星
データに適用して全球の放射プロダクトを得るためのテスト解析を行った。
　初めに、前回不足していた地上観測サイトにおける地上検証のアップデートを示す。今回は SKYNET
における 3 サイト (Fukue, Hedo, Miyako) を加えて 4 サイトのデータとし、地上観測値を 10 分平均値と
して対応させた。Figure1 に検証結果を示す。離散雲、特に宮古島の観測サイトにおいて顕著な問題が見
られるが、これは既に指摘している通りの結果である。期間全体としては良い結果を示している。次に
EXAM SYSTEM のソルバーである NN-solver/N2-engine における学習アルゴリズムの精度検討について示
す。EXAM SYSTEM はニューラルネットによる放射伝達コードの関数近似によって高い速度と精度、及
び複雑な問題への対応の両立を実現している。そのため学習アルゴリズムには高い精度が必要とされるが、
先立って高速性と精度に関する改良を加えた Distortion back-propagating method (Distortion-BP method)
を提案した。しかしながら、Distortion-BP は突き詰めるならば最急降下法に基づくため、抜本的な代替
アルゴリズムの必要性が認められる。今回は広く用いられる最適化手法の中でも、最も優れたアルゴリ
ズムである Levenberg-Marquardt (LM) 法との比較からアルゴリズム改良の可能性を模索した。Figure2
に比較結果を示す。バッチ最適化においては LM 法が最も高い収束性を示し、BP 法は非常に遅い収束
性を示した。しかしながら、オンライン最適化においては BP 法が LM 法よりも低い誤差を示す。また、
Fig.1. 各サイトにおける日射量の地上検証結果。衛星観測値に対して 10 分平均の地上観測値を対応させ
てある。離散雲において大きな誤差が見られるが、これは離散雲が衛星搭載センサでは観測できな
いほど小さな変化を持つためである。(2006 年 3 月 )
Fig.2. 最適化アルゴリズムの精度比較。バッチ最適化における LM 法が高い収束性を示すが、誤差として
はオンライン最適化が効果的であることが解る。(a) バッチ最適化 (b) オンライン最適化
 
― 32 ― ― 33 ―
Fig.3. 上段:地表面における下向き日射量、中段:日射量における散乱成分、下段:日射量における直達成分。
2002 年 9 月 2 日 , 21 UTC
Fig.4. 上段 : 地表面における下向き日射量の期間平均値、下段 : 大気上端における上向き放射量の期間平
均値。2002 年 9 月 2-3 日
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Distortion-BP 法と LM 法の学習における速度比較を行った結果、両者の速度差はおよそ 14 倍程度となっ
た。これは LM 法が逆行列を用いて最適解を得ることから、逆行列のサイズに比例して計算時間を要して
しまった結果である。速度と精度の面から、この問題に関しては Distortion-BP 法がよりよい精度と速度
を実現することが分かった。これは問題に対する最適化アプローチの特性が現れた結果であり、一般的に
すべての問題に当てはまるわけではないことに注意したい。最適化手法に最適解は存在しないため、この
ようなテストによって有効な手法を選択することの重要性が現れた結果となった。
　静止気象衛星 (HIMAWARI, GOES, METEOSAT) を用いた全球放射プロダクトの作成について示す。ひ
まわり以外の静止衛星についても代替校正手法を適用し、均質な全球のデータを得ることで、全球の放
射収支を推定へと繋げる。今回は 2002 年 9 月をテストプロダクトのためのターゲット期間と設定し、
GMS-5, GOES-8, GOES-10, METEOSAT-5, METEOSAT-7 の観測データを使用した。校正手法は共同研究
によって開発された海面、陸域、水雲を用いた校正手法が適用されている。この校正手法は物理量のクオ
リティコントロールに特徴をもつ。規格化を見通して校正は各衛星の応答関数を考慮しつつ可能な限り
の統一性をもった閾値を選択して行った。しかしながら、各衛星の観測している範囲における海陸の比
率や雲の特性が異なるため、それぞれの衛星ごとに最適な閾値を用いることになった。この点について
は今後何らかの指標によって正規化することを模索したい。校正したデータによる解析値の一部を示す。
Figure3 は 2002 年 9 月 2 日 21UTC における各衛星の瞬間値から作成したものである。それぞれの衛星
の中点においてデータを組み合わせてあり、重複領域の平均などを行っていない。すべての衛星のスキャ
ン時刻は一致しないため、太陽天頂角の違いと時間進行による差異が見られるが、物理量としての連続性
は良好であるように見られる。Figure4 に 2002 年 9 月 2-3 日における平均値によるデータを示す。同様
に重複領域は平均化などの処理をしていないが、それぞれの衛星において物理量の連続性は良好に見える。
雲フラグの生成などに問題点と課題を残したが、テストプロダクトの作成は一定の成果を得た。今後はこ
れらテストプロダクトの精度を検証しつつ、予報 / 気候モデルとの比較を通じてモデルの物理量レベルの
検証に繋げたい。また、他期間への適用を行うことで、先立って指摘したエアロソル - 雲 - 放射の相互効
果の可能性についても議論していく。
 
